
申 請 方 法

お問い合わせ先

雲南市

令和6 年7 月

令和5 〜7 年度

入札参加資格申請の手引き
【 物品・ 役務等】

追 加 申 請 令和6 年7 月3 1 日（ 水） 〜令和6 年8 月1 0 日（ 土）

受付期間

①必要書類を 郵送、 信書便ま たは持参
　 （ 郵送等の場合は受付期間最終日の消印有効）
②次の書類は入力し たExcelデータ も 雲南市役所管
財課のメ ールアド レ ス へ送信し てく ださ い。
　 ア． 申請する 営業種目（ 様式第１ 号の2 ）
　 イ ． 営業経歴書（ 様式第2 号）
　 ウ ． 役員等名簿及び照会承諾書

Exce lデータ のフ ァ イ ル名は「 【 ○○会社】 雲南市
物品役務定期申請」 と し 、 メ ールのタ イ ト ルも
「 【 ○○会社】 雲南市物品役務定期申請」 と し て
送信し てく ださ い。
※○○には申請さ れる 会社名等を入力し てく ださ
い。

雲南市総務部管財課
　 　 〒6 9 9 -1 3 9 2
　 　 　 　 島根県雲南市木次町里方5 2 1 -1
　 　 　 　 電話　 0 8 5 4 -4 0 -1 0 2 5

 e-m a il : ka n z a i@c ity.u n n a n .sh im a n e.jp

mailto:kanzai@city.unnan.shimane.jp


はじ めに

1 .申請手続き

（ １ ） 申請方法

　 　 ※①②両方必要になり ま す。

（ ２ ） 申請者

（ ３ ） 定期審査の受付期間

（ ４ ） 資格の有効期間
認定日から 令和8 年3 月3 1 日ま で

2 ． 申請でき る 方の要件

①

②

③

④ 雲南市税の滞納がないこ と 。

⑤

⑥

　 なお、 申請資格に該当し なく なっ た者ま たは不正の手段によ り 資格認定を 受
けたと 認めら れる 者については、 認定後であっ ても 入札参加資格を 取り 消すこ
と があり ま す。 ま た、 雲南市から 指名停止措置を受けている 者も 申請書類の提
出はでき ま すが、 資格の認定後も 指名停止措置の効力は継続し ま す。

　 令和５ 年から 令和７ 年度において雲南市が発注する 物品の売買及び修理、 製造の請
負、 役務の提供、 業務の委託並びに物品の賃貸（ 測量、 建設コ ンサルタ ント 業務、 地
質調査及び補償コ ンサルタ ント 業務に係る も のを 除く 。 ） の入札に参加を希望すさ れ
る 方は入札参加資格（ 以下「 資格審査」 と いう 。 ） の申請手続き を行っ てく ださ い。
　 随意契約を 行う 場合の見積事業者の選定についても 、 こ の資格申請に基づき 認定を
受けた入札参加資格者（ 以下「 有資格者」 と いう 。 ） の中から 行いま す。 令和2 年か
ら 令和4 年度ま での有資格者の方も 改めて申請手続き が必要です。

　 法人の場合、 本社から の申請と し てく ださ い。
　 同じ 会社の支店や営業所が別々に申請する こ と はでき ま せん。
　 資格有効期間中を通じ て、 入札や契約事務の権限を営業所等に委任する 場合
は、 委任状を提出し てく ださ い。

　 令和6 年7 月3 1 日（ 水） から 令和6 年8 月1 0 日（ 土） ま で

地方自治法施行令（ 昭和2 2 年政令第1 6 号） 第1 6 7 条の４ 第1 項及び2 項の各号
のいずれかに該当する 者でないこ と 。

営業に必要な許可、 認可等を 受けている こ と 。

暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律第2 条第6 号に規定する 暴力団
員又は同条第2 号に規定する 暴力団若し く は暴力団員と 密接な関係を 有する 者を
経営に関与さ せていないこ と 。

加入義務のある 社会保険料等(健康保険、 厚生年金保険及び雇用保険)の滞納がな
いこ と 。

②次の書類は書類の提出と 入力し たExce lデータ を 雲南市役所管財課のメ ール
アド レ ス へ送信し てく ださ い。
　 ア． 申請する 営業種目（ 様式第１ 号の2 ）
　 イ ． 営業経歴書（ 様式第2 号）
　 ウ ． 役員等名簿及び照会承諾書

消費税及び地方消費税の滞納がないこ と 。

①必要書類を 郵送・ 信書便（ 期限日消印有効） ま たは持参によ り 提出し てく だ
さ い。
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3 ． 申請にあたっ ての注意事項

①

②

③

④

4 ． 営業種目の登録について

①

②

5 ． 準市内事業者と し ての要件について

①

②

③

①

②

③

④

営業を 行う ために法令上許認可を 要する 登録種目に申請する 場合は、 こ の許認
可を 受けている こ と が必要になり ま す。

事務用什器（  机、 いす等） 、 事務用機器（  電話、 フ ァ ッ ク ス 、 複写機
等） 等の備付けの状況

営業所等の所在を明ら かにし た標識又は看板の設置の有無

営業所等の設置形態
（  自社保有以外の場合においては、 賃貸借契約等明確な使用権の有無）

事務等を 執り 行える 事務用什器及び事務用機器が備え付けら れている と と
も に、 事業所の所在を 明ら かにし た看板、 表札等が表示さ れ、 営業所と し
ての形態を整えら れている こ と 。

営業種目の登録は、 別表1 「 営業種目一覧表」 から 希望する 営業種目を 選択し て
登録し てく ださ い。 登録数の制限はあり ま せん。

取扱品目欄には主な取扱品目を入力し てく ださ い。

調査内容

営業所等の所在地

入札参加資格申請の基準日は、 申請日と し ま す。 特に記載がない場合には、 基
準日時点の内容で書類を作成し てく ださ い。

申請さ れた後、 申請内容について資格審査を 行い、 資格を 有する と 認めら れた
場合に、 雲南市の有資格事業者と し て登録を し ま す。 なお、 必要書類が期日ま
でに到着し ていない場合、 資格審査の対象と なり ま せんので注意し てく ださ
い。
申請及び添付書類等に虚偽の事項を 記載し た場合は資格を 取消すこ と があり ま
す。

市内事業者 ：

営業所には、 営業活動を行う 者が配置さ れ、 責任者が常駐し ている こ と 。

有資格者のう ち、 主たる 営業所（ 本社）  を 雲南市内に有する
者。

有資格者のう ち、 本社は雲南市外であっ て、 雲南市内に有す
る 従たる 営業所を 受任者と し 、 受任者が以下の要件を 満たす
者。

　 雲南市では、 有資格者の所在地によ り 、 有資格者名簿を 市内事業者、 準市内
事業者、 市外事業者に区分し 、 発注はこ の順に優先し て事業者を選定し ま す。
市内事業者、 準市内事業者の定義は次のと おり です。

雲南市の市税を 納税し ている こ と 。

準市内事業者：

　 こ れら の要件を 確認する ため、 必要と 認めた場合には、 営業所の実態を 調査
する こ と があり ま す。 実態調査については、 次に掲げる 事項について予告を せ
ずに行いま す。
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⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

6 ． 提出書類及び提出Exce lデータ について

チェ ッ ク

① □

② □

③ □

④ □

⑤ □

⑥ □

⑦ □

⑧ □

⑨ □

⑩ □

⑪ □

⑫ □

⑬ □

必ず書類提出 

従業員の雇用及び配置状況

受任者（ 営業所の代表者） の勤務状況

提出

　 なお、 証明書についてはいずれも 発行年月日が申請日から 3 ヶ 月
以内のも のを 提出し てく ださ い。

申請書（ 様式第1 号の2 ） 必ず書類提出・ Excelデータ でも 提出

法人事業者の場合のみ

委任先営業所調書

消費税及び地方消費税の納税証明
書の写し

希望する 営業種目の分野の営業に
必須な場合

登記事項証明書の写し

役員等名簿及び照会承諾書

様式等は、 雲南市ホームページから ダウ ンロ ード でき ま す。
雲南市ホームページ（  h ttp ://w w w .c ity.u n n a n .sh im a n e.jp /）
ト ッ プ＞ 産業・ ビジネス ＞ 入札・ 契約＞ 業者登録について＞ 【 物品・ 役務
等】  入札参加資格審査申請（ 定期申請）

営業所等の従業員（ 技術者） 名簿

営業所等の活動状況（ 電気・ 水道の検針票、 電話等の請求書など ）

その他営業活動の実態を把握する ために必要な事項

代表者の身分証明書の写し 個人事業者の場合のみ

申請書（ 様式第1 号の1 ）

提出書類

必ず書類提出 

委任行為を行う 場合は必ず書類提出

業態調書 必ず書類提出

必ず書類提出・ Excelデータ でも 提出

営業経歴書（ 様式第2 号） 必ず書類提出・ Excelデータ でも 提出

雲南市内の支店・ 営業所等を 受任
者と し て定める 場合のみ

営業に必要な許可、 認可等を受け
ている こ と を 証する 書類の写し

社会保険料納入証明書の写し
加入が義務付けら れている 事業所
（ すべての法人。 個人にあっ ては
従業員5 人以上の適用事業所。 ）

委任状

雲南市税完納証明書の写し 雲南市に納税義務がある 場合のみ
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7 ． 申請書等の作成要領

・ 委任状には受委任者の押印が必要になり ま す。

◎協会けんぽ加入事業所（ 管掌区分： 全国健康保険協会管掌健康保険） の場合

【 日本年金機構から のお知ら せ】
日本年金機構においては、 証明書の窓口交付は原則行っ ていま せ
ん。 郵送によ り 証明を 依頼し てく ださ い。 なお、 至急の交付を希望
さ れる 場合は、 ご相談く ださ い。
（ 連絡先） 〒 6 9 0  -8 5 1 1  松江市東朝日町 1 0 7
　 　 　 　 　 　 　 日本年金機構松江年金事務所 厚生年金徴収課
　 　 　 　 　 　 　 ℡：  0 8 5 2 -2 3  -9 5 4 0  音声案内④

◎健保組合等に加入の事業所（ 管掌区分： 組合管掌健康保険） の場合

　 日本年金機構の証明書の写し （ ※ただし 、 健保組合加入事業者は、 厚生年
金・ 子ど も 子育て拠出金のみの未納のない証明と なり ま す。 ） と 、 健康保険組
合等において健康保険料の未納がないこ と が確認さ れた証明書の写し を、 併せ
て提出し てく ださ い。

　 確認の対象期間は直近2 年間と し ま す。
※社会保険料加入期間が2 年間未満の場合は、 加入から 申請ま での期間と し ま
す。 なお、 合併等によ り 2 年間の確認ができ ない場合は、 2 年間に満たない期間
について旧商号等での確認が必要です。
　 　 詳し く は、 日本年金機構のホームページ（ 下記URL） を参照し てく ださ い。
　
h ttp s ://w w w .n en kin .g o .jp /serv ice/kou n en /h o ken ryo/n o f u /2 0 1 4 0 3 1 1 .h tm l

　 本社管轄の日本年金機構年金事務所において発行さ れた「 社会保険料納入証
明書」 の写し を 提出し て く ださ い。 申請様式は日本年金機構のホームページか
ら 「 納入証明申請書」 ダウ ンロ ード し 、 年金事務所に提出の上、 証明書の発行
を受けてく ださ い。

①委任状

③社会保険料納入証明書（ 直近2 年間の未納がない証明）

②消費税及び地方消費税の納税証明書の写し

・ 管轄の税務署が発行する 消費税及び地方消費税について未納がないこ と を 証
明する 書面「 納税証明書その３ 」 又は「 納税証明書その３ の３ 」 のいずれかの
写し を 提出し てく ださ い（ 発行日が申請日から ３ か月以内のも の） 。 なお、 納
税の猶予の特例を 受けている 場合には、 管財課ま でお問合せく ださ い。 課税さ
れていない場合又は新設の場合も 提出し てく ださ い。 消費税の免税業者であっ
ても 納税証明書は発行さ れま す。

詳し く は、 国税庁のホームページ（ 下記URL） を参照し てく ださ い。
h ttp s ://w w w .n ta .g o .jp /ta xes/n oze i/n o ze i-sh om e i/0 1 .h tm

・ 申請者（ 代表者） から 支店長や営業所長等に、 雲南市と の間に締結する 契約
等に関する 権限を 委任する 場合は、 委任状（ 参考様式） を 提出し てく ださ い。

・ 受任者の「 商号又は名称」 の欄は、 「 ○○会社○○支店」 等と 記入し てく だ
さ い。

・ 単に連絡場所と し て用いている 営業所等の長への委任は認めら れま せん。

・ 入札契約権限の一部に限っ て委任する こ と はでき ま せん。
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8 ． 書類の提出方法

①

②

③

ka n z a i@c ity.u n n a n .s h im a n e.jp

・ 申請書と 添付書類を 下の書類提出先へ郵送（ 信書便） ま たは持参し てく ださ い。

提出期限ま でに「 書類の提出」 と 「 Excelデータ の送信」 の両方を 行っ てく ださ
い。

・ Excelデータ のフ ァ イ ル名は「 【 ○○会社】 雲南市物品役務定期申請」 と し 、
メ ールタ イ ト ルも 「 【 ○○会社】 雲南市物品役務定期申請」 と し て送信し てく
ださ い。
　 　 ※○○には申請さ れる 会社名等を入力し てく ださ い。

提出期限： 令和6 年8 月1 0 日（ 土） 　 ※当日消印有効

・ 封筒に朱書き で「 雲南市入札参加資格申請書（ 雲南市物品役務： 定期申請）
在中」 と 明記し て送付し てく ださ い。

・ 次の書類は書類の提出と と も に入力し たExcelデータ を下の提出先アド レ ス へ
送信し てく ださ い。
　 ア． 申請する 営業種目（ 様式第１ 号の2 ）
　 イ ． 営業経歴書（ 様式第2 号）
　 ウ ． 役員等名簿及び照会承諾書

Exce lデータ 提出先：

・ 提出書類はA 4 サイ ズと し 、 添付書類番号順に並べてク リ アフ ァ イ ルに挟んで
提出し てく ださ い。

〒6 9 9 －1 3 9 2
　 　 島根県雲南市木次町里方5 2 1 －1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 雲南市　 総務部管財課　 宛

書類提出先：
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番号 種別 番号 種目

（１） 一般事務用品 用紙類、封筒、文房具等

（２） 事務機器 計算機、複写機、印刷機、シュレッダー、投票用紙計算機等

（３） 情報処理機器
パソコン、コンピュータ関連品、自動設計製図システム（CAD)、
ソフトウェア等

（４） 印章 木印、ゴム印等

（１） 木製家具 木製机、木製椅子、水屋等

（２） 鋼製家具 金属製保管庫、金庫、鋼製机、鋼製椅子等

（３） 装飾 室内装飾品、じゅうたん、カーテン、衝立等

（４） その他家具・調度品 畳、建具（戸、障子、襖等）等

（１） 印刷 オフセット印刷、平板印刷等

（２） 特殊印刷 シール、ラベル、改ざん防止印刷、OCR印刷、診察券カード等

（３） 複写 コピー、マイクロ写真、写真現像、焼付け等

（４） 出版・製本・制作 出版、製本、地図作成、航空写真、印刷物の企画・デザイン等

（１） 医療機器 医療用機器類、聴診器、血圧計、AED等

（２） 福祉・介護機器 介護用品、補聴器、介護機器、車椅子、ベッド等

（３） 家電・音響・照明機器
テレビ、液晶プロジェクタ、スピーカー、アンプ、マイク、電球、
蛍光灯、電子黒板、OHP等

（４） 電気通信機器 無線機、電話機、ファクシミリ、電気通信機器、乾電池等、

（５） 理化学機器 各種実験装置、化学分析装置等

（６） 光学計測機器
顕微鏡、測量用機器、測定用機器、写真機、レンズ、フィルム、
ドローン等

（７） 工作機器 旋盤、研削盤、ミシン、編み機等

（８） 産業機器 建設機械、農林水産機械等

（９） 冷暖房空調機器 冷暖房機器、ストーブ、ヒーター、エアコン、空気清浄機等

（１０） 厨房機器 調理台、流し台、ガス台、冷蔵庫、炊飯器

（１１） 諸機器 発動機、灯光器、ポンプ、電動工具等

（１） 車両 自動車、重機、各種車両類

（2） 特殊車両 除雪車、給水車等（消防車両は別項目）

（3） 自転車・バイク 自転車、自動二輪車、原付自転車

（4） 船舶 船舶、ヨット等

（5） 付属品等 タイヤ、工具、部品等

（6） 点検整備等 公用車の修理、点検、整備及び車検

（１） 書籍 図書、法規、雑誌、地図、刊行物等

（２） 教材用具 各種教材、教材用ビデオソフト、CD等

（３）
運動用具・レジャー用
品

運動用具、レジャー用品、娯楽用品、遊具、おもちゃ等

（４） 楽器 各種楽器

（５） 標本・美術品 模型、標本、見本、書画等

5 車両・船舶

6 図書・教材類

2 調度品類

3 印刷製本

4 機械器具類

別表１　【営業種目一覧表】
大分類 中分類

取扱品目（例）

1
文具・事務用
機器類

-6-



番号 種別 番号 種目
大分類 中分類

取扱品目（例）

（1） 医療薬品 各種薬品類、医療ガス類等

（2） ワクチン・血清

（3） 農業薬品 除草剤、殺虫剤、農薬等

（4） 工業薬品 凍結防止材等

（5） 衛生材料 包帯、ガーゼ、紙おむつ等

（6） 診療材料
一般及び特定保険診療材料（カテーテル、シリンジ、ガイドワイ
ヤー、輸血セット等）

（１） 石油燃料 ガソリン、軽油、重油、灯油等

（２） ガス プロパンガス等

（3）
石炭、木炭、薪、木質
チップ

石炭、木炭、薪、コークス、練炭、木質チップ等

（４） 諸油 潤滑油等

（１） 鋼材 丸鋼、平鋼、形鋼、線材鋼等

（２） セメント・アスファルト 生コン、セメント、コンクリート二次製品、アスファルト等

（３） 骨材 砂、砂利、砕石等

（４） 建材 木材、合板等

（５） 諸材料 ガラス、土石等

（6） 水道メーター 水道メーター

（7） 水道用材 水道管、バルブ、ろ過材

（8） ガス用資材 ガス管

（１） 被服 制服、作業服、事務服、白衣等

（２） 寝具 布団、毛布、敷布、まくら、タオル等

（３） その他繊維製品
幕類（横断幕・懸垂幕等）、旗類（のぼり旗等）、テント、染物、
緞帳等

（４） 皮革製品 靴、鞄等

（1） 救急自動車 救急自動車

（2） 消防車両
小型動力ポンプ積載車、ポンプ車、タンク車、化学車、はしご車
等

（3） 消防保安用品
消防ポンプ、避難用具、救助器具、防火服、火災報知器、消火
器等

（4） 安全機材 工事用安全機材、バリケード、カラーコーン等

（5） 防災用品 各種防災用品、ヘルメット、非常食

（6） 防犯用品 防犯カメラ、防犯ブザー等

（１） 日用雑貨 食器、百貨、雑品

（２） 時計、貴金属 時計、金、銀、宝石、指輪、眼鏡等

（３） 記念品 トロフィー、カップ、額、ギフト券

（４） 金物、荒物雑貨
家庭金物、大工道具、土工道具、陶磁器、ロープ、マット、ほう
き、竹かご等

（５） ゴム・樹脂製品
ホース、ビニール、プラスチック製品、ゴム履物、飛沫防止パネ
ル等

（6） 食品 農産品、果実類、工産品（酒、食用油等）、畜産品、水産品等

（7） 看板 看板、表示板等

（8）
農業用資材・園芸用
品

肥料、苗木、生花、電気牧柵、鳥獣ネット等

（9） その他

13 売払品 （1） 不用品 金属、紙、再生可能資源等

11
消防・防災・
保安用品

12 雑類

8 燃料・油脂類

9 材料類

10 繊維・皮革類

7 薬品類

【 物品の関係でど の分
類にも 属さ ないと 思わ
れる 場合】
「 その他」 を 選択し て
取扱い品目欄に内容を
記入し てく ださ い。
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番号 種別 番号 種目
大分類 中分類

取扱品目（例）

（1） 事務機器 複写機、シュレッダー等

（2） 情報処理機器 パソコン、コンピュータ関連品等

（3） 光学計測機器
顕微鏡、測量用機器、測定用機器、写真機、レンズ、フィルム、
ドローン等

（4） 産業機器 建設機械、農林水産機械、計測機器等

（5） 電気通信機器等 電気通信機器、家庭電気製品等

（6） 車両・船舶 各種車両

（7） 家具・寝具 家具類、寝具類等

（8） 医療機器・福祉用品 医療機器（AED含む）、福祉用品、介護用品等

（9） プレハブ・仮設施設等 プレハブ、仮設施設、イベント用品

（10） その他

（1） 清掃 庁舎及び公共施設の清掃業務

（2） 消防設備保守点検 庁舎及び公共施設の消防施設・設備保守点検業務

（3） 自動ドア保守点検 庁舎及び公共施設の自動ドア保守点検業務

（4） 電気保安 庁舎及び公共施設の電気保安業務

（5） ボイラー保守点検 庁舎及び公共施設のボイラー保守点検業務

（6） 冷暖房設備保守点検 庁舎及び公共施設の冷暖房設備保守点検業務

（7）
給排水衛生設備保守
点検

庁舎及び公共施設の給排水衛生設備保守点検業務

（8） 昇降機保守点検 庁舎及び公共施設の昇降機保守点検業務

（9） 浄化槽設備保守点検 庁舎及び公共施設の浄化槽設備保守点検業務

（10）
貯水槽・受水槽保守
点検

庁舎及び公共施設の貯水槽・受水槽保守点検業務

（11） 上水道施設維持管理 上水道、簡易水道処理施設の維持管理業務

（12） 下水道施設維持管理 公共下水道、農業集落排水処理施設の維持管理業務

（13）
無停電電源設備・発
電機保守点検

庁舎及び公共施設の無停電電源設備・発電機保守点検業務

（14）
防災行政無線設備保
守点検

庁舎及び公共施設の防災行政無線設備保守点検業務

（15） 事務機器等保守点検 庁舎及び公共施設の事務機器等保守点検業務

（16） 電算機器等保守点検 庁舎及び公共施設の電算機器等保守点検業務

（1） 機械警備業務 庁舎及び公共施設の機械警備業務

（2） 警備員警備業務 庁舎及び公共施設の警備員警備業務

（1） 一般廃棄物 一般廃棄物の収集、運搬、処理

（2） 産業廃棄物 産業廃棄物の収集、運搬、処理

（3） 特別管理産業廃棄物 特別管理産業廃棄物の収集、運搬、処理

（4） その他

（1）
ハードウェア保守・管
理

コンピューター等の保守・点検・管理

（2） システム保守・管理

（3） ソフト開発

（4）
ホームページ作成・管
理

（5） データ入力、処理業務

（6） その他

C
廃棄物収集
運搬処理

D 情報処理

14
リース・レン
タル

A
庁舎・公共施
設維持管理
業務

B 警備業務
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番号 種別 番号 種目
大分類 中分類

取扱品目（例）

（1） 貨物運送 引越、貨物運送、宅配便等

（2） 旅客運送 バス・タクシー運行等

（1） 水質検査

（2） 有害物質調査
大気、水又は土壌中のダイオキシン類の濃度測定、アスベスト
調査等

（3） 物質濃度測定 大気、水又は土壌中の物質の濃度測定

（4） 騒音測定

（5） 理化学検査

（6） 土壌分析

（7） ばい煙測定

（8） 環境アセスメント

（9） ごみ質等検査 ごみ質分析、熱灼減量測定等

（10） その他各種検査・調査

（1） イベント企画・運営

（2） 会場設営

（3） アンケート・計画策定 アンケート、交通量調査、市場調査等

（4） 広告
テレビ・ラジオ・新聞による広報、映画・ビデオの製作、デザイン
企画等

（5） 旅行企画 旅行の企画・手配

（1） クリーニング 衣類等のクリーニング

（2） テープ起こし 議事録・会議録等の作成

（3） 保険 損害・傷害保険

（4） 人材派遣・業務代行 研修講師、コールセンター、受付代行等

（5）
調理、配食、給食サー
ビス

（6） その他役務 楽器の調律等

F 各種検査

G 企画・製作

H その他役務

E 運送

【 役務の分類でど こ にも 属
さ ないと 思われる 場合】
「 その他役務」 を 選択し て
取扱い品目欄に内容を 記入
し てく ださ い。
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別表２【業態調書の補足説明】

１．制限基準

①親会社と子会社の二者

②親会社を同じくする子会社同士

③役員が兼任している会社同士（下記「役員の定義」参照）

④組合とその構成会社等

×

③について、会社の一方が更生会社または再生手続き中の場合は除く。

２．親会社、子会社の定義

◎ケース① A社はB社の親会社

B社はA社の子会社

A社

B社

×

D社

議決権の過
半数

①，②について子会社又は子会社の一方が更生会社または再生手続き存続中の場合は除く。

・会社法第2条第3号　（子会社の定義）
　会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社が
その経営を支配している法人として法務省令で定めるものをいう。

・会社法第2条第4号（親会社の定義）
　株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営をを支配している
法人として法務省令で定めるものをいう。

A社

同一入札への参加が制限
される場合

親会社 子会社

同一入札への参加が制限される場合について

C社

①親子関係

E組合

④組合加入 ③役員の兼任

G
社

F
社

A
社

×

②親会社が同じ子会社同士

×

B社 － B社

A社 －

A社

B社

構成会社

資本関係の繋が
りあり

役員等の兼任あ
り

組合との構成会
社

×

×
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◎ケース②

議決権の過半数

議決権の4割

A社

B社

C社

◎ケース③

議決権の過半数

議決権の過半数

A社

B社

C社

A社

F社

G社

G社 E組合 ‐

E組合はA社、F社、G社で構成される。

A社 E組合 ‐

F社 E組合 ‐

E組合

構成会社 組合 構成会社

E組合 - A,F,G社

　　４．組合と構成会社の定義

B社は、A社の「子会社」であり、親会社であるA社及び子会
社であるB社がC社の議決権の過半数を有することから、
会社法第2条より、A社はC社の「親会社」とみなされ、C社
はA社の「子会社」とみなされる。

A社

B社 議決権の2割

C社 親会社 子会社

－ B社、C社

A社 －

子会社

A社 －

A社 C社

A社、B社 －

・会社の代表権を有する取締役（代表取締役）

・取締役（社外取締役を含む。ただし委員会等設置会社の取締役を除く。）

・会社更生法第67条第1項又は民事再生法第64条第2項の規定により選任された管財人

・委員会等設置会社における執行役または代表取締役

－ B社、C社

A社

３．役員の定義

B社は、A社の「子会社」であり、子会社であるB社がC社の
議決権の過半数を有することから、会社法第2条より、A社
はC社の「親会社」とみなされ、C社はA社の「子会社」とみ
なされる。

B社

C社 親会社
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様式第1号の１（第3条関係）

雲南市長　様

　　　　　年　　　月　　　日

申請者 郵便番号　〒

住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号（　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　）

FAX番号（　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　）

1 申請する営業種目（様式第１号の２）

2 営業経歴書（様式第２号）

3 営業に必要な許可、認可等を受けていることを証する書類の写し

4 登記事項証明書の写し（法人事業者の場合）

5 市町村が発行する身分証明書の写し（個人事業主の場合）

6 消費税、地方消費税について滞納がないことを証する納税証明書の写し

7 全ての市税について滞納がないことを証する納税証明書の写し

8 社会保険料納入証明書の写し

9 委任状（契約の締結等について権限を委任する場合）

10 委任先営業所調書（雲南市内の支店等に委任する場合）

11 業態調書

12 役員等名簿及び照会承諾書

注１　※印の欄は、記入しないこと。

注2　申請する営業種目は、営業種目一覧表から記入すること。

入札参加資格審査申請書

　雲南市で発注される物品の売買、借入れ及び庁舎管理等業務の委任等に係る入札に参加する資
格の審査を受けたいので、下記の関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記

※受付印・受付番号

申請者は（ 本社） を 記
入し てく ださ い。
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様式第1号の2（第3条関係）

番号等 番号

申請者（商号又は名称）

大分類 中分類
取扱品目

種別 種目

申請する営業種目
申請者は（ 本社）
を記入し てく ださ
い。
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様式第2号（第3条関係）

※契約実績については、主なものを10件程度記入してください。

本社で契約

営業所等で契約

使用印鑑

契約に使用する印鑑

主たる営業所（本社・本店等）

過去2カ年度にお
ける雲南市との
契約実績

契約実績

契約事業所

□

□

※雲南市からお知らせを通知する場合は基本的にｅ‐mailアドレスへお送りします。その際は、委任されている
場合は委任されている営業所等のアドレスへ送信します。

過去2カ年度にお
ける雲南市以外
の自治体との契
約実績

契約案件名 契約金額（税込）

商号又は名称

代表者職

担当者名 FAX

担当者情報

営業経歴書

所在地

代表者職

代表者氏名

営業所名

所在地

FAX

商号、名称又は営業所名

役職名 電話

FAX

ｅ‐mail

電話

代表者氏名

委任された営業所（支店）情報　　　※委任される場合のみ

ｅ‐mail

電話

本社で契約さ れる 場合こ ち
ら にチェ ッ ク をいれてく だ
さ い。

契約時に使用する 印鑑
を 押印し てく ださ い。

営業所等に委任さ れる 場
合はこ ちら にチェ ッ ク を
いれてく ださ い。

営業所等に委任さ れる 場
合はこ ちら も 記入し てく
ださ い。

入札参加資格申請の担当者の方
を 記入し てく ださ い。 雲南市か
ら の問合わせは、 こ ちら の担当
者の方へ連絡さ せていただき ま
す。
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（参考様式：物品役務）

　　　　年　　　月　　　日

 雲南市長　様

（委任者）主に本社

所在地
商号又は名称

印

代表者名

（受任者）主に支社又は営業所等

所在地
商号又は名称

印

代表者名

1．入札及び見積り関する事項
2．契約の締結並びに代金の請求及び受領に関する事項
3．復代理人の選任に関する事項

委　任　状

　私は、次の者を代理人と定め、令和８年３月３１日まで下記の権限を委任します。

記

委任状には押印が
必要になり ま す。

委任状には押印が
必要になり ま す。

-15-



申請者（商号又は名称）

この調書は、雲南市内の支店・営業所等を受任者として定める場合に提出してください。

１．営業所等の外観写真

（建物の全景及び看板等が確認できる写真を張り付けてください。）

２．営業所等の付近見取り図

（所在地がわかるように略図を記入してください。貼り付け可。）

※目印等をわかりやすく記入してください。

※この調書に基づき、必要に応じ実態調査を実施します。

委任先営業所調書

※内容が事実と異なったり、虚偽の申請等をした場合、営業所の実態がないものとして扱います。

申請者（ 本社） を 記
入し てく ださ い。

様式第2号で雲南市内
の支店・ 営業所等を受
任者と し て定める 場合
に提出し てく ださ い。

1枚の写真では収ま ら
ない場合は、 複数枚添
付し てく ださ い。
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　　　　年　　　月　　　日

１　資本関係に関する事項

（１）会社法第２条第４号の親会社 □該当なし

（２）会社法第２条第３号の子会社 □該当なし

（３）会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社 □該当なし

２　役員等の兼任に関する事項 □該当なし

役職 役職

３　加入している組合に関する事項 □該当なし

注意１） 記入欄が足りない場合には、適宜記入欄を追加して用いること。

２）

３）

４） 該当がない場合は□にチェックを入れること。

５） 当該届出内容に変更が生じたときは、変更後速やかに業態調書を提出すること。

「許可番号又は登録番号」の欄には、当該他社の許可番号が分からない場合には、
当該他社の主たる営業所の住所を記入すること。

「役員等」としては、代表取締役、取締役（社外取締役を含む。）及び執行役（代表執
行役を含む。）並びに会社更生又は民事再生の手続中である会社の管財人を記入
すること。なお、監査役及び執行役員は、「役員等」に該当しない。

商号又は名称 所在地

氏名 商号又は名称 所在地

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

商号又は名称 所在地

商号又は名称 所在地

業態調書

住 所 又 は 所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

商号又は名称 所在地

各項目について該当がな
い場合についても 提出し
てく ださ い。 その際は
「 □該当なし 」 にチェ ッ
ク を いれてく ださ い。
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申請者

住所

商号又は名称

代表者

【注意事項】
・この書面には、次に該当する方を全て記載してください。なお、氏名は、正確な字体で記載してくださ
い。
　①法人にあっては、役員（商業登記簿謄本「役員に関する事項」記載の全てのもの（監査役も含
む））並び　に入札、契約等の権限を委任する場合はその受任者
　②法人以外の団体にあっては、代表者、理事等その他経営に実質的に関与している者
　③個人にあっては、その者
・この書面の記載に当たっては、対象者の方すべての同意を得てください。

役員等名簿及び照会承諾書

住所 生年月日

　この名簿に記載した者について、役員等に相違ないことを誓約するとともに、雲南市が行う契約等
からの暴力団排除措置要綱第３条に定める項目のいずれかに該当するか否かに関し島根県雲南警
察署長に照会することを承諾します。

記

役職
フリガナ

氏名

申請者は本社を 記入
し てく ださ い。
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チェ ッ ク

① □

② □

③ □

④ □

⑤ □

⑥ □

⑦ □

⑧ □

⑨ □

⑩ □

⑪ □

⑫ □

⑬ □

申請書（ 様式第1 号の1 ） 必ず書類提出

申請書（ 様式第1 号の2 ）
必ず書類提出・ Exce lデータ でも 提
出

営業経歴書（ 様式第2 号）
必ず書類提出・ Exce lデータ でも 提
出

営業に必要な許可、 認可等を 受けて
いる こ と を 証する 書類の写し

希望する 営業種目の分野の営業に必
須な場合

登記事項証明書の写し 法人事業者の場合のみ

自治体発行の代表者身分証明書の写
し

個人事業者の場合のみ

業態調書 必ず書類提出

消費税及び地方消費税の納税証明書
の写し

必ず書類提出
所轄税務署発行の滞納がないこ と を
証する 証明書を 添付し てく ださ い。

雲南市税完納証明書の写し

雲南市に納税義務がある 場合のみ
雲南市発行の滞納がないこ と を証す
る 証明書を 添付し てく ださ い。 法人
の市発行証明書を 申請する 場合は委
任状（ 代表者が申請者の場合含む）
が必要です。

社会保険料納入証明書の写し
加入が義務付けら れている 事業所
（ すべての法人。 個人にあっ ては従
業員5 人以上の適用事業所。 ）

　 なお、 証明書についてはいずれも 発行年月日が申請日から 3 ヶ 月以内のも のを 提出し て
く ださ い。

提出書類チェ ッ ク リ ス ト

役員等名簿及び照会承諾書
必ず書類提出・ Exce lデータ でも 提
出

提出書類 提出

委任状 委任行為を 行う 場合は必ず書類提出

委任先営業所調書
雲南市内の支店・ 営業所等を 受任者
と し て定める 場合のみ
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